チャランケ通信　第30号　2013年9月16日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　それにしても凄い田中将大、開幕21連勝無敗と言う大記録
今年のプロ野球は、個人記録と言う点でまことに興味深い。楽天の田中将大投手の開幕21連勝という成績には、正直言って「凄い」の一言だ。マスコミは20連勝した稲尾を超えたというが、当時と今日では投手の起用の仕方が異なり、稲尾の時代にはダブルヘッターがあり、1日に2回登板させられたり、連投連投で酷使されたことも見逃すことは出来まい。田中投手の場合、投手の使い方が合理化され、先発・中継ぎ・抑えと分離される中で、すべて先発起用であり、運もあっただろうが、本人の努力と研究熱心なのは、楽天の前監督野村克也氏の影響もあるのかもしれない。今後は、大リーグで活躍するのではないかと噂されているのだが、毎年のように優秀な選手の大リーグ行は、日本のプロ野球の発展にとって惜しい気がする。
55号を超えることは確実、バレンティン選手のホームラン記録
　もう一人の記録は、もう既に55本と言う本塁打を打っているヤクルトのバレンティン選手だろう。11日対広島戦で、前田健太投手の投げた釣り球である高めの速球を、上からたたきつけるようにして打ったホームランは、投げて撃たれた前田健太も苦笑いしたほどの「巧打」なのだろう。テレビで観戦していると、意外に選球眼も良く、あと20試合近く残っているだけに余程のアクシデントさえなければ55本を超すことは間違いなく、日本記録は塗り替えられることは確実だろう。日本人でない外国人が日本記録を塗り替えることに対して、いろいろと妨害が出てくるのだが、特に敬遠に近い四球の連発には、見ているプロ野球ファンにとって、うんざりさせられる。堂々と勝負をしてこそ、プロ野球の醍醐味と言えよう。一球一打にワクワクするプロ野球であってこそ、プロのプロたるゆえんなのだ。
　どうなっているのか朝日新聞、政府の御用新聞ではあるまい
　さて、最近の新聞の記事を見ていて、朝日新聞と日経新聞が同じ材料をどのように報道しているのか、まことに興味深いものとなっていることが分かる。9月13日付の朝刊で、今年4月1日現在の認可保育所に入れない待機児童問題について、厚生労働省発表の数字が公表されたのだ。結果としての数値は、同じ資料なので、前年の4月1日と比較して2,084人少ない2万2741人であった。問題は、見出しの付け方である。以下、どちらが朝日新聞なのか、日経新聞なのか、予想して欲しい。
　A新聞　「待機児童なお2万2000人」「2,000人減、『ゼロ』達成は遠く」「施設や保育士確保急務」
　B新聞　「待機児童2,000人減　2,3万人」「保育所定員、前年比5万人増」
　　A新聞が朝日ではない。日経新聞なのだ。内容よりも見出ししか見ない読者が多い中で、日経新聞は安倍総理が大見得を切った5年後には「待機児童ゼロ」を目指すということに対して、まだまだそれには程遠いですよ、と批判しているのだ。
　　　　　　　それに対して朝日新聞は、保育所定員が5万人も増え、待機児童が2,000人も減っていると、行政側の提供する資料の宣伝だけにに終わっているのだ。われわれの思っている朝日新聞の姿勢は、権力に対して厳しく追及していく姿勢であり、最近の朝日新聞、それとNHKの報道ぶりには落胆させられることが多い。
かつて、2005年の郵政解散前後の朝日新聞経済部に所属する記者の一人が、民主党の郵政民営化の姿勢に対して「郵政民営化を前面に出していない」と批判してきたことを思い出している。経済部記者であるが故に、新自由主義の流れが強い経済界の中で、時流に流されてしまうこともあったかもしれない。ところが、今回の記事は社会保障の少子化対策と言う目玉商品なのである。そこで政府の提供してくる材料を、何の疑いもなくそのまま提供する姿勢には唖然とさせられてしまう。
もっとも、見出しだけで記事の内容にはそれほど問題視することは少ないのかもしれないが、あまり鋭く追及しているようには思えない。ただ、待機児童の定義についてはあいまいであり、今後明確にさせていく方向を打ち出そうとしているようだし、現に田村厚労大臣はその方針を明確にしている。
安倍総理の福島原発汚染水、完全ブロック発言に動揺が
さて、福島原発の敷地内に貯蔵している汚染水の漏えい問題が大きな問題となってきた。早くからこの問題の深刻さが指摘され、国会でも閉会中の審査をすべきではないか、と言う声も強まっていた。政府・与党側は、オリンピック・パラリンピックの東京招致に悪影響があるからであろう、閉会中審査を延々と伸ばしてきた。何と、東京が開催地に決まる最後のプレゼンテーションの場で、安倍総理自身がIOC総会に乗り込んで福島原発の汚染水漏洩問題について、「状況はコントロールされている。汚染水による影響は福島原発の港湾内の0,3平方キロメートル範囲内で完全にブロックされている」と断言したのである。
ところが、13日に民主党が福島県内で開催した会合の中で、東京電力の山下和彦フェローは朝日新聞によると次のように発言している。
「首相の発言のいきさつは存じ上げない。予想されるリスクについてはコントロールされている。ただ、想定を超えてしまうことが起きているのは事実。今の状態はコントロールできていないと考えている。」
国会での福島原発汚染水問題究明を急ぐべきだ
まさに、迷走し始めてきているのだ。国会での審議を早急に開始し、国際社会に対しても開かれた論議を進めていかなければならない。安倍総理の発言は、東京へのオリンピック招致に向けてIOC委員の最大の懸念材料とされた福島原発事故の影響問題について、あまりにも安易に安全性を強調したことにあると言えよう。さらに、当然のこととはいえ、福島で今なお避難生活を強いられている方たちにとって、オリンピック招致のために事実が捻じ曲げられてしまったことに対する怒りの声も強くなっている。事態は、まことに深刻である。政府は、一刻も早く国会を開いて正確な事実を明らかにする必要がある。それが、国民だけでなく、国際社会に対する最低限の責任であろう。
教育問題の解決こそ、日本の大きな課題、
今一度焦点化すべき「コンクリートから人へ」
14日付の朝日新聞のオピニオン欄に、松井彰彦東京大学教授が被災世帯や生活保護の子供たちの学習支援の問題について、企業やNPO法人の取り組みを紹介していた。なかなか興味深い話なのだが、OECD内で日本の教育力指標が先進国第2位であった背景に、資金力のある親が様々な教育オプションを与えることがあり、逆に言えば教育力の格差が生み出され、経済力格差を再生産することを指摘している。なんと、高等教育にかかる費用の51,5%を家計が負担しており、その比率はOECD平均24,9%の2倍以上なのだ。日本は、公的費用の比率は00年の38,5%から10年の34,4%へと4,1%も低下しているのだ。低所得者の子供たちにとって、大学はいまだに高嶺の花のような存在だと指摘し、その後の次の言葉に感動させられた。
　「日本の強靭（きょうじん）化は、一人ひとりの子供たちをしっかり育てることによってしか達成し得ない。」
そうなのだ。「コンクリートから人へ」というスローガンは、決してコンクリートそのものを否定したものではなく、人材育成こそがこれからの日本を創るうえで重要だ、と言うことを明確にしたものなのだ。公教育の比率が低下しつつある中で、低所得者が教育を受ける機会を失うことの問題を忘れてはなるまい。消費増税を、無駄な財政支出に浪費することは絶対に許されない。
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